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当ファンドの仕組みは次の通りです。

商 品 分 類 追加型投信／海外／株式

信 託 期 間 2022年3月28日から2032年3月26日

運 用 方 針

米国株式マーケット・キャッチ戦略のパ

フォーマンスに連動する投資成果を目指す

円建債券を主要投資対象とし、信託財産の

中長期的な成長を図ることを目指して運用

を行います。

主要運用対象

米国株式マーケット・キャッチ戦略※のパ

フォーマンスに連動する投資成果を目指す

円建債券を主要投資対象とします。

※米国株式マーケット・キャッチ戦略と

は、ゴールドマン・サックス・インター

ナショナルが提供する、米国株式市場の

下落による影響を抑制しながら、米国株

式市場の上昇トレンドを捉えることを目

指す戦略です。

組 入 制 限

投資信託証券（上場投資信託証券を除きま

す。）への投資割合は、信託財産の純資産

総額の5％以下とします。

外貨建資産への投資割合には制限を設けま

せん。

分 配 方 針

年1回（12月8日。休業日の場合は翌営業

日。）決算を行い、原則として以下の方針

に基づいて、収益の分配を行います。

①分配対象額の範囲は、経費控除後の繰越

分を含めた利子・配当収入と売買益（評

価益を含みます。）等の全額とします。

②収益分配金額は、委託者が基準価額水

準、市場動向等を勘案して決定します。

ただし、必ず分配を行うものではありま

せん。

③収益分配にあてず信託財産内に留保した

利益の運用については、特に制限を設け

ず、委託者の判断に基づき、元本部分と

同一の運用を行います。

米国株式マーケット ・

キャッチ戦略ファンド

愛称：マイチャーム

運 用 報 告 書 (全体版)

第 1期
（決算日　2022年12月8日）

受益者のみなさまへ

　平素は「米国株式マーケット・キャッチ戦略ファン

ド」にご投資いただき、厚くお礼申し上げます。

　さて、当ファンドは、第1期の決算を行いましたの

で、期中の運用状況につきましてご報告申し上げます。

　今後とも一層のご愛顧を賜りますよう、お願い申し

上げます。
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米国株式マーケット・キャッチ戦略ファンド

◎設定以来の運用実績

決 算 期

基 準 価 額
Ｓ＆Ｐ500種株価指数
（配当込み、円ヘッジ） 債 券

組 入
比 率

純 資 産
総 額

（分配落） 税 込 み
分 配 金

期 中
騰 落 率

（参考指数） 期 中
騰 落 率

円 円 ％ ％ ％ 百万円
（設定日）2022年 3月28日 10,000 － － 7,552.075 － － 1,019

（第 1 期）2022年12月 8日 8,729 0 △12.7 6,404.301 △15.2 99.0 1,014

(注1)設定日の基準価額は、設定時の価額です。

(注2)設定日の純資産総額は、設定元本を表示しております。

(注3)当ファンドは、米国株式マーケット・キャッチ戦略のパフォーマンスに連動する投資成果を目指す円建債券を主要投資対象とします。

特定の指数を上回るまたは連動をめざした運用を行っていないため、また、同様のユニバースから構成される適切な指数がないため、

ベンチマークは設定しておりません。

(注4)Ｓ＆Ｐ500種株価指数(配当込み、円ヘッジ)は、米国の上場、店頭銘柄のうち主要業種から選ばれた500銘柄で構成される市場全体の動

きを表す代表的指数であり、時価総額加重平均指数です。Ｓ＆Ｐ500種株価指数は、S&P Dow Jones Indices LLCが公表している株価指

数です。当ファンドは、SPDJI、Dow Jones、Ｓ＆Ｐ、それらの各関連会社によって後援、推奨、販売、または販売促進されているもの

ではなく、これらのいずれの関係者も、かかる商品への投資の妥当性に関するいかなる表明も行わず、当指数のいかなる過誤、遺漏、

または中断に対しても一切責任を負いません。

※出所：Bloomberg

(注5)Ｓ＆Ｐ500種株価指数(配当込み、円ヘッジ)については基準価額との関連を考慮して現地前営業日の指数を記載しております。なお、設

定日は現地前々営業日の指数を記載しております。

◎当期中の基準価額と市況等の推移

年 月 日
基 準 価 額

Ｓ ＆ Ｐ 500 種 株 価 指 数
（配当込み、円ヘッジ） 債 券 組 入

比 率
騰 落 率 （参考指数） 騰 落 率

円 ％ ％ ％
(設定日)2022年 3月28日 10,000 　 － 7,552.075 － －

3月末 10,060 0.6 7,697.406 1.9 99.0

4月末 9,266 △ 7.3 6,953.154 △ 7.9 99.0

5月末 9,374 △ 6.3 6,905.949 △ 8.6 98.8

6月末 8,689 △13.1 6,299.912 △16.6 99.2

7月末 9,039 △ 9.6 6,710.793 △11.1 98.6

8月末 8,951 △10.5 6,556.683 △13.2 99.3

9月末 8,192 △18.1 5,956.530 △21.1 98.4

10月末 8,687 △13.1 6,375.984 △15.6 99.3

11月末 8,786 △12.1 6,455.875 △14.5 99.0

(期　末)2022年12月 8日 8,729 △12.7 6,404.301 △15.2 99.0

(注)騰落率は設定日比です。
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運用経過の説明
基準価額等の推移

※分配金再投資基準価額は分配金実績があった場合、税引前の分配金を再投資したものとみなして計算したもので、ファンド
運用の実質的なパフォーマンスを示すものです。

※分配金を再投資するかどうかについては、お客さまがご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により
課税条件も異なります。したがって、お客さまの損益の状況を示すものではありません。

基準価額の主な変動要因

　ファンドの運用方針に従い、米国株式マーケット・キャッチ戦略のパフォーマンスに連動する投
資成果を目指す円建債券に投資を行いました。投資対象資産の価格変動等による基準価額の変動要
因は以下の通りとなりました。

・2022年6月下旬から8月中旬、10月下旬から期末にかけて米国株式相場の上昇により組入債券の
価格が上昇したことが基準価額へプラスに寄与しました。

・設定時から2022年6月中旬、8月下旬から10月中旬にかけて米国株式相場が下落したことから組
入債券の価格も下落し基準価額にマイナスに影響しました。

・米国株式相場の日中トレンドが「日中下落抑制戦略」に適合し、下落抑制効果が発揮されました。
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投資環境

　当期の米国株式相場は下落しました。設定時から2022年6月中旬にかけて、ＦＲＢによる利上げ
ペース加速や、中国の新型コロナウイルス感染拡大対策としてのロックダウン（都市封鎖）など世
界的な景気後退を懸念する動きが強まり、下落基調となりました。その後、インフレのピークアウ
ト期待が強まり始めると、6月下旬から上昇に転じ、8月中旬にかけて米国企業の決算が良好だった
ことも相まって戻り基調となりました。しかし、8月下旬にＦＲＢ議長がインフレの抑制を最優先
に取り組む姿勢を示したことから再び下落に転じると、10月中旬まで軟調に推移しました。10月下
旬以降期末にかけては、ＣＰＩ（消費者物価指数）の前年比伸び率が減速するなどＦＲＢの利上げ
ペース鈍化観測が高まったことから上昇しました。

当該投資信託のポートフォリオ

　運用方針に基づき、米国株式マーケット・キャッチ戦略のパフォーマンスに連動する投資成果を
目指す円建債券の組入比率を高位に維持しました。当戦略の概要は以下の通りです。

米国株式市場の長期的な成長トレンドを捉えることを目指す米国株式投資戦略と、短期の日中ト
レンドを捉えることを目指す日中下落抑制戦略を併せた運用戦略です。

米国株式投資戦略は、米国株式市場の長期成長トレンドを捉えることによる収益獲得を目指し
て、株価指数先物の買い建てポジションを純資産総額の100％程度保有します。

日中下落抑制戦略は、米国株式市場の日中トレンドを捉えることによりパフォーマンス下落抑制
を目指して、株価指数先物の売り建てポジションを活用します。

・日中のあらかじめ定めた判定期間において、S＆P500種株価指数先物（以下、対象株価指数ということ
があります。）の前日引値から一定水準以上下落した場合に売り建てポジションを構築します。

・1回ごとに構築する売り建てポジション量は、対象株価指数の下落率の大きさ等に合わせて構築されま
す。（1回当たりの売り建てポジション量は、最大で純資産総額の25％程度、当該取引日1日では、最
大で純資産総額の100％程度まで売り建てポジションを拡大することがあります。また、前日引値から
の下落率が一定水準に満たない場合には、売り建てポジションの構築を行いません。）

・すべての売り建てポジションは当該取引日の取引終了時までに解消します。

日中の米国株式市場への実質組入比率は0～100％程度となります。
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当該投資信託のベンチマークとの差異

　当ファンドは運用の目標となるベンチマークを設けておりません。
　上記グラフは、当ファンドの基準価額と参考指数の騰落率の対比です。当期の基準価額の騰落率
（分配金込み）は△12.7％となり、参考指数の騰落率は△15.2％となりました。

第1期
2022/12/8

※ファンドの騰落率は分配金込み

△20

△15

△10

△5

0

5
(％)

基準価額 Ｓ＆Ｐ500種株価指数（配当込み、円ヘッジ）

基準価額と参考指数の対比(騰落率)



米国株式マーケット・キャッチ戦略ファンド

5－　　－

分配金

・収益分配については、分配対象額の水準、基準価額水準等を勘案した結果、見送りとしました。
・収益分配にあてず信託財産内に留保した利益の運用については、特に制限を設けず、委託者の判

断に基づき、元本部分と同一の運用を行います。

分配原資の内訳� (単位：円・％、1万口当たり、税引前)

項目 第1期
(2022年3月28日～2022年12月8日)

当期分配金 －
　 (対基準価額比率) －

当期の収益 －
当期の収益以外 －

翌期繰越分配対象額 －
(注1)対基準価額比率は当期分配金(税込み)の期末基準価額(分配金込み)に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。
(注2)当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨てで算出しているため合計が当期分配金と一致しない場合があります。

今後の運用方針

　引き続き、米国株式マーケット・キャッチ戦略のパフォーマンスに連動する投資成果を目指す円
建債券の組入比率を高位に維持します。
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米国株式マーケット・キャッチ戦略ファンド

◎1万口当たりの費用明細

項目

当期

項目の概要2022年3月28日～2022年12月8日

金額 比率

(a) 信託報酬 49円 0.540％ (a)信託報酬＝期中の平均基準価額×期末の信託報酬率

※期中の平均基準価額は9,004円です。

(投信会社) (19) (0.216) ファンドの運用、基準価額の算出、法定書類の作成等の対価

(販売会社) (28) (0.309) 購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、口座内での

ファンドの管理等の対価

(受託会社) ( 1) (0.015) ファンド財産の管理、投信会社からの指図の実行等の対価

(b) その他費用 1 0.016 (b)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数

(保管費用) ( 1) (0.007) 保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保

管及び資金の送金・資産の移転等に要する費用

(監査費用) ( 0) (0.004) 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用

(その他) ( 0) (0.004) 信託事務の処理等に要する諸費用、信託財産に関する租税等

合計 50 0.556

(注1)期中の費用(消費税等のかかるものは消費税等を含む)は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果

です。

(注2)消費税は報告日の税率を採用しています。

(注3)各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。

(注4)各比率は1万口当たりのそれぞれの費用金額(円未満の端数を含む)を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに小数

第3位未満は四捨五入してあります。
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（参考情報）総経費率
期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料及び有価証券取
引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（1口当たり）を乗じた数で除した総
経費率（年率）は0.79％です。

(注)費用は、1万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。
(注)各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料及び有価証券取引税を含みません。
(注)各比率は、年率換算した値です。
(注)上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率とは異な
ります。

運用管理費用
（投信会社）

0.31％

総経費率
0.79％

運用管理費用
（販売会社）

0.44％

運用管理費用
（受託会社）

0.02％

その他費用
0.02％
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米国株式マーケット・キャッチ戦略ファンド

◎利害関係人との取引状況等(2022年3月28日～2022年12月8日)
　期中の利害関係人との取引はございません。
(注)利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人です。

◎売買及び取引の状況(2022年3月28日～2022年12月8日)
○公社債

買 付 額 売 付 額

外
国

千円 千円

ケ イ マ ン 諸 島
社 債 券
(投資法人債券を含む)

1,133,161 －

(注1)金額は受渡し代金。(経過利子分は含まれておりません。)

(注2)単位未満は切り捨て。

(注3)社債券(投資法人債券を含む)には新株予約権付社債(転換社債)は含まれておりません。

○外国(邦貨建)公社債(銘柄別)

当 期 末

銘 柄 名 利 率 額 面 金 額 評 価 額 償 還 年 月 日

（社債券（含む投資法人債券）） ％ 千円 千円

ゴールドマン・サックスユーロ円債バス
ケット・シリーズ２１３

－ 1,147,000 1,004,427 2027/4/13

合 計 1,147,000 1,004,427

(注)額面・評価額の単位未満は切り捨て。

◎組入資産明細表
○外国(邦貨建)公社債(種類別)

区 分

当 期 末

額 面 金 額 評 価 額 組 入 比 率
う ち Ｂ Ｂ 格
以下組入比率

残 存 期 間 別 組 入 比 率

5 年 以 上 2 年 以 上 2 年 未 満

千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％
社 債 券
(含む投資法人債券)

1,147,000 1,004,427 99.0 － － 99.0 －

合 計 1,147,000 1,004,427 99.0 － － 99.0 －

(注1)組入比率は、純資産総額に対する評価額の割合。

(注2)単位未満は切り捨て。

(注3)－印は組み入れなし。

(注4)評価については金融商品取引業者、価格情報会社等よりデータを入手しています。
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米国株式マーケット・キャッチ戦略ファンド

◎投資信託財産の構成� 2022年12月8日現在

項 目
当 期 末

評 価 額 比 率

千円 ％
公 社 債 1,004,427 98.8

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 11,914 1.2

投 資 信 託 財 産 総 額 1,016,341 100.0

(注)評価額の単位未満は切り捨て。

◎資産、負債、元本及び基準価額の状況
2022年12月8日現在

項 目 当 期 末

円

(A) 資 産 1,016,341,508

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 11,913,608

公 社 債(評価額) 1,004,427,900

(B) 負 債 1,512,504

未 払 信 託 報 酬 1,500,573

そ の 他 未 払 費 用 11,931

(C) 純 資 産 総 額(Ａ－Ｂ) 1,014,829,004

元 本 1,162,610,775

次 期 繰 越 損 益 金 △　147,781,771

(D) 受 益 権 総 口 数 1,162,610,775口

1万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 8,729円

◎損益の状況 自　2022年 3月28日
至　2022年12月 8日

項 目 当 期

円

(A) 有 価 証 券 売 買 損 益 △128,630,268

売 買 益 2,036,906

売 買 損 △130,667,174

(B) 信 託 報 酬 等 △　5,537,125

(C) 当 期 損 益 金(Ａ＋Ｂ) △134,167,393

(D) 追 加 信 託 差 損 益 金 △ 13,614,378

(売 買 損 益 相 当 額) (△ 13,614,378)

(E) 　 計 　(Ｃ＋Ｄ) △147,781,771

(F) 収 益 分 配 金 0

次期繰越損益金(Ｅ＋Ｆ) △147,781,771

追 加 信 託 差 損 益 金 △ 13,614,378

(売 買 損 益 相 当 額) (△ 13,614,378)

繰 越 損 益 金 △134,167,393

(注1)当ファンドの設定元本額は1,019,190,710円、期中追加設定元本額は144,526,263円、期中一部解約元本額は1,106,198円です。

(注2)1口当たり純資産額は0.8729円です。

(注3)純資産総額が元本額を下回っており、その額は147,781,771円です。

(注4)損益の状況の中で(A)有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。

(注5)損益の状況の中で(B)信託報酬等には信託報酬等に対する消費税等相当額を含めて表示しています。

(注6)損益の状況の中で(D)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。

(注7)計算期間末における費用控除後の配当等収益(0円)、費用控除後の有価証券等損益額(0円)より分配対象収益は0円(10,000口当たり0円)

ですが、当期に分配した金額はありません。


